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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 
第57期 

第２四半期 
連結累計期間 

第58期 
第２四半期 
連結累計期間 

第57期 

会計期間 
自 平成25年４月１日 
至 平成25年９月30日 

自 平成26年４月１日 
至 平成26年９月30日 

自 平成25年４月１日 
至 平成26年３月31日 

売上高 （百万円） 28,951 30,091 57,301 

経常利益 （百万円） 1,561 1,270 2,258 

四半期（当期）純利益 （百万円） 910 736 1,265 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,105 837 1,438 

純資産額 （百万円） 15,750 16,824 15,810 

総資産額 （百万円） 36,292 38,996 39,686 

１株当たり四半期（当期） 

純利益金額 
（円） 64.05 51.84 89.08 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 43.4 43.1 39.8 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 730 1,977 1,265 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △523 △2,592 △4,853 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 993 216 1,552 

現金及び現金同等物の 

四半期末（期末）残高 
（百万円） 7,119 3,485 3,884 

 

回次
第57期

第２四半期
連結会計期間

第58期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 28.05 26.63 

（注） １． 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２． 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３． 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式がないため記載しておりません。

 

 

２ 【事業の内容】

 当社グループは、当社及び関係会社12社（平成26年９月30日現在）で構成され、食品製造販売を

主な内容とした事業活動を行っております。また、別段の表示がない限り、本文中の「当社」とは

ケンコーマヨネーズ株式会社を意味し、「当社グループ」とはケンコーマヨネーズ株式会社及びす

べての関係会社を含んでおります。 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社についても異動はありません。 
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関

する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有

価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

 

２ 【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断した

ものであります。 

（１） 業績の状況 

 当第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）におけるわが国の経

済は、平成26年４月からの消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動から改善に向かっているも

のの、夏場の天候不順が個人消費に影響をあたえるなど、全体として景気の回復は鈍い状態が続い

ております。また、８月下旬から進行した急速な円安が輸入品や燃料の価格を上昇させ、中小企業

や個人負担の増加となることが懸念されております。しかしながら、雇用情勢については失業率の

低下や賃金の上昇などの改善傾向が続いていることや、企業の設備投資が堅調であることなどを背

景に、景気の先行きについては緩やかに回復していくことが期待されております。 

 

 このような事業環境の中、当社グループにおきましては、平成25年３月期からスタートしました

『中期経営計画Ⅳ（フォース）2012-2014』が最終年度を迎え、その指針であります「市場演出型企

業としての成長戦略」に基づき、５つの骨子を掲げております。 

 

（Ⅰ）グローバル企業となる 

（Ⅱ）事業領域の拡大 

（Ⅲ）「サラダ料理」の確立・情報発信を行い、市場演出型企業としての戦略を実践 

（Ⅳ）サラダカフェブランドの推進・浸透 

（Ⅴ）人材の育成、体制の強化 

 

 以上の５つの骨子に基づいた取り組みの成果は次のとおりであります。 

 平成26年４月17日に「静岡富士山工場」が稼働を開始し、生産効率の向上を図るため、当社の連

結子会社である株式会社関東ダイエットエッグ新座工場を平成26年９月26日に集約いたしました。 

 海外におきましても、経営資源を集中させるため、東莞工場で展開しておりましたサラダの生

産・販売機能を中国における主力工場である杭州工場へ統合いたしました。 

 平成25年９月より発売を開始しました小型形態のロングライフサラダである「サラダのプロがつ

くった」サラダシリーズの５アイテムについて、コンビニエンスストアや量販店への導入を進めて

- 3 -



おり、10月以降に向けてアイテム数の増加や雑誌とのタイアップ企画を行うなど、更に導入ペース

を加速させてまいります。 

 従来より実施してまいりましたサラダカフェ主催による「サラダ料理講習会」に加えて、ケンコ

ーマヨネーズ主催による第１回「ケンちゃんのサラダ料理教室」を開催し、参加いただいた方にサ

ラダ料理のメニューを提案することで、当社商品の認知度を高める取り組みを始めました。 

 また、ネット通販の需要が高まっていることを背景として、当社商品を今まで以上にお買い求め

やすくするため、当社の通販サイトである「ケンコーマヨネーズオンラインショップ」をリニュー

アルいたしました。サイトのデザインを一新し、商品ラインナップを拡充することに加えて、おす

すめレシピも掲載することで、当社商品をお使いいただく際にも参考にしていただけるサイトとし

ております。 

 

 当第２四半期連結累計期間における売上高及び利益の概況は以下のとおりであります。 

①売上高 

 売上高につきましては、外食市場において厳しい外部環境にありましたが、従来より進めており

ます分野別・業態別チームを中心に売上拡大に取り組んでまいりました。また、中食市場が拡大し

ていることを背景として、タマゴ加工品を中心にコンビニエンスストア向けで多くの商品を採用い

ただき、売上高を増加することができました。 

 その結果、前年同四半期対比で増収を達成するとともに、期初に策定した売上高計画に対して、

ほぼ予定どおりの進捗であります。 

 

②利益 

 利益につきましては、売上高の増加による工場の稼働率アップ等の原価低減やタマゴ加工品を中

心に高付加価値商品の需要が高まったことにより、利益の改善を進めてまいりましたが、原材料の

調達につきましては、鶏卵相場が依然として高値圏で推移していることや夏場の天候不順により野

菜の価格も高騰しており、原材料の調達コストは上昇しております。また、原発問題や円安が進行

していること等によるエネルギーコストの上昇や静岡富士山工場の立ち上げ時の一時的な費用が発

生したこと等の減益要因がありました。この結果、連結営業利益、連結経常利益、連結四半期純利

益のいずれも前年同四半期を下回りました。 

 しかしながら、以上の減益要因については、卵価の高騰が想定以上であったことを除いては、期

初に策定した収益計画に織り込み済みの内容であり、当第２四半期連結累計期間は、利益計画に対

して、ほぼ予定どおりの進捗であります。 

 

 当第２四半期連結累計期間における連結売上高は30,091百万円（前年同四半期比1,139百万円の増

加、3.9％増）、連結営業利益は1,394百万円（前年同四半期比260百万円の減少、15.8％減）、連結

経常利益は1,270百万円（前年同四半期比291百万円の減少、18.7％減）、連結四半期純利益は736百

万円（前年同四半期比173百万円の減少、19.1％減）となりました。 
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 当第２四半期連結累計期間における各報告セグメントの状況は次のとおりであります。 

 

調味料・加工食品事業 

 ＜サラダ・総菜類＞につきましては、基盤商品であるポテトサラダが外食向けを中心に新規採用

されたことや数量が伸長し、パンプキンサラダは製パン向けに、また小型形態のポテトサラダやゴ

ボウサラダ等がコンビニエンスストア向けに新規採用され伸長しました。更に、オニオンを使用し

た商品がコンビニエンスストア向け等で伸長し増収に寄与しました。 

 ＜マヨネーズ・ドレッシング類＞につきましては、焼き込みパン用としてのマヨネーズの伸長や

外食向けにドレッシングが新規採用されました。また、「世界のソース」シリーズでは、新規商品

が伸長しましたが外食市場における外部環境により減収となりました。 

 ＜タマゴ加工品＞につきましては、サンドウィッチ用や焼き込みパン用のタマゴサラダ、薄焼き

タマゴや茹で卵等、様々な加工形態の商品がコンビニエンスストア、製パン向けを中心に伸長し大

幅な増収となりました。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間におけるセグメント売上高は24,985百万円(前年同四半期比

775百万円の増加、3.2％増）、セグメント利益は1,244百万円(前年同四半期比115百万円の減少、

8.5％減）となりました。 

 

 

総菜関連事業等 

 売上高につきましては、平成25年12月から開始した北海道エリア限定でのカット野菜が堅調に推

移したことや量販店向けに魚・肉類等のレンジアップをする冷惣菜商品の増加により増収となりま

した。利益につきましては、生産効率・歩留の改善、経費削減等のコストダウンの取り組みを実施

しましたが、卵価の高騰影響から原材料費が上昇したこと等により減益となりました。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間におけるセグメント売上高は4,540百万円（前年同四半期比

386百万円の増加、9.3％増）、セグメント利益は149百万円（前年同四半期比181百万円の減少、

54.9％減）となりました。 
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（２） 財政状態の分析 

（総資産） 

 当第２四半期連結会計期間末における総資産は、38,996百万円（前連結会計年度比690百万円の減

少、1.7％減）となりました。これは、主に現金及び預金が399百万円減少したこと等によるもので

あります。 

 

（負債） 

 当第２四半期連結会計期間末における負債は、22,171百万円（前連結会計年度比1,704百万円の減

少、7.1％減）となりました。これは、主に長期借入金が436百万円、退職給付に係る負債が543百万

円減少したこと等によるものであります。 

 

（純資産） 

 当第２四半期連結会計期間末における純資産は、16,824百万円（前連結会計年度比1,014百万円の

増加、6.4％増）となりました。 

 

（自己資本比率） 

 当第２四半期連結会計期間末における自己資本比率は、43.1％（前連結会計年度比3.3ポイント

増）となりました。 

 

（３） キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、3,485

百万円（前連結会計年度末比10.3％減）となりました。当第２四半期連結累計期間に係る区分ごと

のキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、1,977百万円（前年同四半期比1,246百万円の増加）となりまし

た。これは、主として税金等調整前四半期純利益1,302百万円等によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、2,592百万円（前年同四半期比2,069百万円の使用資金の増加）

となりました。これは、主として有形固定資産の取得による支出2,524百万円等によるものでありま

す。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、216百万円（前年同四半期比776百万円の使用資金の減少）とな

りました。これは、長期借入金の返済による支出595百万円、割賦取引による収入1,403百万円等に

よるものであります。 
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（４） 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

な変更及び新たに生じた課題はありません。 

［財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針］ 

 当社は財政及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

 株式の大量取得を目的とする買付に対する基本的な考え方としましては、工場の立地する地域社

会とも共存共栄を図りつつ事業展開しており、更に、地道な研究開発による新規商品・新規事業の

開発と競争力の強化をベースに、企業としての成長を図ってきております。 

 従いまして、当社に対する大規模買付行為の提案があったとしても、当社経営ノウハウ・知識・

情報及び多数の従業員・顧客並びに取引先・地域社会等のステークホルダーとの間に築かれた関係

等の理解なくしては、中長期的な企業価値の極大化の実現は困難であると考え、提案内容や当社の

将来にわたる企業価値についてご判断いただくのは極めて困難であると考えております。 

 最終的に、大規模買付行為を受け入れるか否かは当社株主の皆様の判断によるべきものでありま

すが、上記事情を鑑みますと、大規模買付行為が行われようとする場合には、当社からはもとよ

り、大規模買付者からも充分な判断材料が提示されるとともに、熟慮のための充分な時間が確保さ

れるべきものと考えております。 

 当社の責務として、当社株式の取引及び株主の異動状況を常に注視しておりますが、大規模買付

行為が発生した場合、当社取締役会を通じ、皆様に十分な情報が提供される必要があると考えてお

ります。 

 従いまして、当社取締役会としては、大規模買付行為に関する情報が大規模買付者から提供され

た後、これを評価・検討し、取締役会としての意見を取りまとめて開示いたします。また必要に応

じて、大規模買付者と交渉し当社代替案を提示します。それを基に、当社の企業価値・株主共同の

利益を確保・向上させる最善の方策の選択をすることが適切であると考えております。 

 今後も企業価値・株主価値向上の観点から、会社法その他企業防衛に係る法改正、司法判断の動

向や分析等を踏まえ、弁護士等第三者から助言をいただきながら、継続して検討を行ってまいりま

す。 

 

（５） 研究開発活動 

 当第２四半期連結累計期間における当社グループが支出した研究開発費の総額は242百万円であり

ます。 
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第３ 【提出会社の状況】 

 

１ 【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

   ① 【株式の総数】 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 33,500,000

計 33,500,000

 

 

   ② 【発行済株式】 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成26年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成26年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,211,000 14,211,000
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数 100株

計 14,211,000 14,211,000 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

 該当事項はありません。 

 

 

（４）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年７月１日～

平成26年９月30日
－ 14,211,000 － 2,180 － 2,448

 

- 8 -



（６）【大株主の状況】 

    平成26年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 

の割合（％） 

株式会社ティーアンドエー 東京都渋谷区渋谷一丁目４番13号 1,257 8.85 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 757 5.33 

第一生命保険株式会社 

（常任代理人：資産管理サービス信

託銀行株式会社） 

東京都千代田区有楽町一丁目13番１号

（中央区晴海一丁目８番12号） 
757 5.33 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 559 3.93 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 559 3.93 

キッコーマン株式会社 千葉県野田市野田250番地 491 3.46 

ケンコーマヨネーズ従業員持株会 東京都杉並区高井戸東三丁目８番13号 483 3.40 

財団法人旗影会 東京都渋谷区渋谷一丁目４番13号 450 3.17 

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山二丁目５番１号 448 3.15 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 394 2.77 

計 － 6,155 43.32 

 

(７）【議決権の状況】 

   ① 【発行済株式】 

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  14,209,100 142,091 －

単元未満株式 普通株式     1,900 － 一単元（100株）未満株式

発行済株式総数 14,211,000 － －

総株主の議決権 － 142,091 －

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式91株が含まれております。 

 

   ② 【自己株式等】 

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する所

有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）          

ケンコーマヨネーズ株式会社
東京都杉並区高井戸東

３丁目８番13号
－ － － －

計 － － － － －

 

 

２ 【役員の状況】

 該当事項はありません。 
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年

７月１日から平成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年

９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビュ

ーを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

 (1)【四半期連結貸借対照表】 

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,884 3,485 

受取手形及び売掛金 9,008 10,199 

商品及び製品 1,275 1,378 

仕掛品 12 14 

原材料及び貯蔵品 848 916 

繰延税金資産 321 317 

その他 2,746 1,333 

貸倒引当金 △1 △1 

流動資産合計 18,095 17,643 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 4,519 6,242 

機械装置及び運搬具（純額） 3,396 6,144 

土地 4,995 4,995 

建設仮勘定 4,619 106 

その他（純額） 234 299 

有形固定資産合計 17,765 17,788 

無形固定資産    

無形固定資産合計 373 364 

投資その他の資産    

繰延税金資産 305 47 

その他 3,185 3,190 

貸倒引当金 △38 △37 

投資その他の資産合計 3,452 3,200 

固定資産合計 21,590 21,352 

資産合計 39,686 38,996 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 7,083 7,840 

1年内返済予定の長期借入金 976 957 

未払法人税等 327 587 

賞与引当金 386 386 

その他の引当金 33 126 

その他 6,053 4,526 

流動負債合計 14,860 14,425 

固定負債    

長期借入金 4,053 3,617 

退職給付に係る負債 870 327 

その他の引当金 200 220 

その他 3,891 3,581 

固定負債合計 9,015 7,746 

負債合計 23,876 22,171 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,180 2,180 

資本剰余金 2,448 2,448 

利益剰余金 10,739 11,653 

自己株式 △0 △0 

株主資本合計 15,368 16,282 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 463 567 

為替換算調整勘定 109 81 

退職給付に係る調整累計額 △130 △106 

その他の包括利益累計額合計 441 542 

純資産合計 15,810 16,824 

負債純資産合計 39,686 38,996 
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

 【四半期連結損益計算書】 

   【第２四半期連結累計期間】 

    (単位：百万円) 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 28,951 30,091 

売上原価 21,089 22,362 

売上総利益 7,862 7,728 

販売費及び一般管理費 ※ 6,207 ※ 6,334 

営業利益 1,655 1,394 

営業外収益    

受取利息 1 0 

受取配当金 15 14 

その他 57 57 

営業外収益合計 73 72 

営業外費用    

支払利息 36 47 

持分法による投資損失 124 138 

その他 5 10 

営業外費用合計 167 196 

経常利益 1,561 1,270 

特別利益    

投資有価証券売却益 1 － 

補助金収入 － 39 

その他 － 0 

特別利益合計 1 40 

特別損失    

固定資産除却損 4 8 

その他 0 0 

特別損失合計 5 9 

税金等調整前四半期純利益 1,558 1,302 

法人税、住民税及び事業税 623 560 

法人税等調整額 24 4 

法人税等合計 648 565 

少数株主損益調整前四半期純利益 910 736 

四半期純利益 910 736 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

    (単位：百万円) 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 910 736 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 89 104 

退職給付に係る調整額 － 24 

持分法適用会社に対する持分相当額 106 △27 

その他の包括利益合計 195 100 

四半期包括利益 1,105 837 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,105 837 

少数株主に係る四半期包括利益 － － 
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    (単位：百万円) 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 1,558 1,302 

減価償却費 478 711 

引当金の増減額（△は減少） 130 112 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 13 

受取利息及び受取配当金 △16 △15 

支払利息 36 47 

売上債権の増減額（△は増加） 383 △1,191 

たな卸資産の増減額（△は増加） 74 △173 

仕入債務の増減額（△は減少） △660 757 

未払金の増減額（△は減少） △407 △16 

その他 △121 780 

小計 1,455 2,329 

利息及び配当金の受取額 16 15 

利息の支払額 △37 △46 

法人税等の支払額 △704 △320 

営業活動によるキャッシュ・フロー 730 1,977 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △490 △2,524 

無形固定資産の取得による支出 △36 △56 

その他 4 △12 

投資活動によるキャッシュ・フロー △523 △2,592 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入れによる収入 2,442 140 

長期借入金の返済による支出 △991 △595 

配当金の支払額 △156 △156 

割賦取引による収入 26 1,403 

割賦債務の返済による支出 △324 △574 

その他 △2 △1 

財務活動によるキャッシュ・フロー 993 216 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,200 △399 

現金及び現金同等物の期首残高 5,919 3,884 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 7,119 ※ 3,485 
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【注記事項】 

（会計方針の変更） 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計

基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 

平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退

職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給

付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付

算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ご

との金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法に変更いたしました。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ

て、当第２四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴

う影響額を利益剰余金に加減しております。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が518百万円減少し、利益剰

余金が333百万円増加しております。また、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び

税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理） 

 （税金費用の計算） 

 連結子会社における税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該

見積実効税率を乗じて計算しております。 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

○ 偶発債務 

 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っております。 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

杭州頂可食品有限公司 514百万円 481百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

 
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 

  至 平成25年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成26年４月１日 

  至 平成26年９月30日） 

給料手当 1,272百万円 1,198百万円 

退職給付費用 60百万円 66百万円 

賞与引当金繰入額 265百万円 211百万円 

物流費 2,699百万円 2,755百万円 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

は次のとおりであります。 

 
前第２四半期連結累計期間

（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間

（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

現金及び預金 7,119百万円 3,485百万円

現金及び現金同等物 7,119百万円 3,485百万円
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（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 156 11.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年11月８日

取締役会
普通株式 142 10.00 平成25年９月30日 平成25年12月２日 利益剰余金

 

当第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月24日

定時株主総会
普通株式 156 11.00 平成26年３月31日 平成26年６月25日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月７日

取締役会
普通株式 142 10.00 平成26年９月30日 平成26年12月５日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 
（注１） 

合計 
調整額 
（注２） 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注３） 
 

調味料・ 
加工食品 
事業 

総菜関連 
事業等 

計 

売上高              

外部顧客に対する売上高 24,209 4,154 28,363 587 28,951 － 28,951 

セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
247 4,418 4,665 － 4,665 △4,665 － 

計 24,457 8,572 33,029 587 33,617 △4,665 28,951 

セグメント利益又は損失（△） 1,360 331 1,692 △117 1,575 △13 1,561 

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ショップ事業、海外事業を含んで

おります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△13百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 
（注１） 

合計 
調整額 
（注２） 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注３） 
 

調味料・ 
加工食品 
事業 

総菜関連 
事業等 

計 

売上高              

外部顧客に対する売上高 24,985 4,540 29,526 564 30,091 － 30,091 

セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
257 4,039 4,297 － 4,297 △4,297 － 

計 25,242 8,580 33,823 564 34,388 △4,297 30,091 

セグメント利益又は損失（△） 1,244 149 1,394 △134 1,259 10 1,270 

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ショップ事業、海外事業を含んで

おります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額10百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 64円05銭 51円84銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（百万円） 910 736

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 910 736

普通株式の期中平均株式数（株） 14,210,909 14,210,909

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

平成26年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

① 中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・142百万円 

② １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・・・平成26年12月５日 

(注) 平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月10日

ケンコーマヨネーズ株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
  公認会計士 斎  藤     昇  ㊞ 

 

 
指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
  公認会計士 宮  下  卓  士  ㊞ 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
るケンコーマヨネーズ株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四
半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26
年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照
表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注
記について四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ケンコーマヨネーズ株式会社及び
連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の
経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点
において認められなかった。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 

 

以 上
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成26年11月10日 

【会社名】 ケンコーマヨネーズ株式会社 

【英訳名】 KENKO Mayonnaise Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 炭井 孝志 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当なし 

【本店の所在の場所】 兵庫県神戸市灘区都通三丁目３番16号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長 炭井 孝志 は、当社の第58期第２四半期（自 平成26年７月１日 至 平成

26年９月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていること

を確認いたしました。 

 

２ 【特記事項】

 確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

 


